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Ⅰ．はじめに

　自動車等の高度な工業製品の生産には、部品等の製造・加工および関連

サービスの提供を行う中小企業の存在が不可欠であり、最終製品を製造す

るメーカーだけでなく、サポーティング・インダストリーを構成する中小

企業の実力が産業全体の競争力に大きな影響を与える。それゆえ今日まで

多くの国で、産業政策の一環として中小企業の育成・支援が実施されてきた。

一般的に中小企業の財務基盤は大企業と比較して脆弱であり、資金調達が

企業の成長を制約するボトルネックとなることが多い。規模が小さく、情

報の非対称性も著しい中小企業では資本市場からの資金調達は容易ではな

く、外部資金の調達は多くの国で金融機関（銀行）からの借入れに限定さ

れる。そのため、中小企業の資金調達は常に銀行の融資姿勢に左右される

ことになり、中小企業と銀行との良好な関係の構築が中小企業の育成・支

援にとって重要な課題となる。
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　そこで本稿では、1990年代半ば以降の日本の中小企業向け金融支援策を

追いながら、日本で中小企業と銀行との関係構築が政策的にどのように進

められて来たのかを明らかにする。中小企業金融における日本の経験を振

り返り、その到達点と課題を確認することは、中小企業の育成と金融シス

テムの整備を進める他国にとっても重要な示唆を提供することになろう。

以下Ⅱ．では、不良債権問題で揺れた 2004年ごろまでの金融支援策につい

て検討を行う。Ⅲ．では、不良債権問題が収束した 2005年ごろから 2007

年ごろまでの支援策を検討する。そしてⅣ．では 2008年の金融危機への対

応と、「地方創生」への貢献が求められるようになった 2013年以降の支援

策を検討することで、日本で中小企業と銀行との関係が今後どのように変

化するのかを占いたい。

Ⅱ．緊急時の対応

1．不良債権問題と特別保証制度
　1990年代後半の日本経済にとって最大の課題は不良債権問題への対応で

あった。バブル経済の崩壊当初、不良債権の累積に起因した金融機関の破

綻は一部の小規模機関にとどまっていたが、1995年ごろから住宅金融専門

会社（住専）の経営不安が深刻化し、システミック・リスクの発現が懸念

される状態となった。政府は 1996年 6月に成立した住専処理法 1)に基づい

て住専処理を進めるとともに、同じ日に成立した金融 3法 2)に基づき、金

融機関の破綻防止から破綻対応に至る一連の対策を講じることでシステム

の動揺を抑えようとした。

　しかし、1997年 11月には大手金融機関が経営破綻し、日本では第二次

世界大戦後初となる大規模な金融システム不安が発生した。政府は 1998年

2月に成立した金融安定化 2法 3)に基づき、破綻金融機関の処理と予防的

な資本注入のために 30兆円の公的資金枠を確保し、同年 3月には主要行等

21行に総額 1兆 8,156億円の資本注入を行なった。もっとも、少額・横並
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びの資本注入ではシステム不安を抑えることはできず、同年 10月には新た

に成立した金融再生法 4)、改正預金保険法、早期健全化法 5)のもとで、政

府は公的資金枠を 60兆円に拡大した。その後、長期信用銀行 2行は金融再

生法のもとで破綻処理され、特別公的管理（一時国有化）に移行した。ま

た政府は、1999年 3月に早期健全化法に基づいて、主要 15行に 7兆 4,592

億円の資本注入を行い、不良債権処理で毀損した金融機関の資本増強に努

めた 6)（図表 1参照）。

図表 1 不良債権問題への対応（1993 年～ 2004 年）

　しかし、これらの措置によっても金融仲介機能は回復せず、中小企業向

け貸出を中心に大規模な信用収縮が発生した。金融機関のリスクテイク能
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力の低下と不動産価格の下落により、中小企業向け貸出の主流であった不

動産担保融資が機能しなくなったためである。企業の資金繰りの悪化は特

に中小企業で深刻で、1997年から 1998年にかけて企業倒産も急増した。

そこで政府は 1998年 8月に「中小企業等貸し渋り対策大綱」7)を策定し、

政策金融と信用補完制度の大幅な拡充によって、中小企業の資金繰り問題

に対処しようとした。まず政策金融の拡充については、政策金融機関 8)の

融資原資となる 13兆円の資金確保に加えて、新たに整備される貸し渋り関

連の特別融資制度についても資金量の確保を図ることした。また信用補完

制度の拡充については、無担保保険と特別小口保険の限度額を引き上げる

とともに、新たに「中小企業金融安定化特別保証制度」（特別保証制度）を

創設し、「貸し渋り」等を受けた中小企業者の資金需要に積極的に応えるこ

とにした。これらの対策により、政府は総額 40兆円を超える資金対応が可

能と見込んだ。

　信用補完制度とは、都道府県等が設置した信用保証協会 9)（協会）が金

融機関の中小企業向け貸出を保証する「信用保証」と、これを政府の信用

保険部門 10)が再保険する「信用保険」の総称である。当時の信用補完制度

は金融機関への 100％保証と中小企業者による一律の保証料負担を特徴と

しており、金融機関と中小企業者の双方で逆選択とモラルハザードが発生

する危険性を孕みながらも、中小企業への円滑な資金供給に大きく貢献し

てきた。特別保証制度はこの信用補完制度を最大限に活用し、「貸し渋り」

等で資金調達に支障を来す中小企業者を強力に支援する制度であった。同

制度は一般保証とは別枠となるほか、担保等の保証要件や保証料率なども

緩和・引下げが図られた。また協会での保証審査ではネガティブリスト方

式が採用され、申込み事業者がネガティブリストに該当する場合以外は、

原則として保証を引き受けるものとされた 11)。

　緊急時対応として創設された特別保証制度は、当初 20兆円の保証枠と

2000年 3月の終了を予定していたが、1999年 11月の「経済新生対策」12)

で保証枠が 30兆円へと拡大され、制度の終了も 2001年 3月まで延長され

た。会計検査院の調べによると、1998年 10月 1日から 2001年 3月 31日
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までの間に、全国で 172万件、28兆 9,437億円の保証承諾が行われ、政府

が用意した 30兆円の保証枠に近い資金が供給された 13)。その効果につい

ては、2000年版の中小企業白書で「政策が実施されなかった場合、平成

11年度において、実績の 1.7倍の倒産が発生していたと考えられる」14)と

の評価が示されたほか、2002年 9月の経済財政諮問会議では「1万社の倒

産、10万人の失業、2兆円の民間企業の損失を回避」15)との試算も示され

た。両者ともパニックの回避効果を重視した評価となったが、制度の実施

に伴う財政負担も大きかった。会計検査院の調べによると、2006年 3月末

時点で、先の承諾案件のうち 22万件、2兆 3,468億円が代位弁済に陥った
16)。事故率は全体として制度設計上の想定の範囲内にとどまったが 17)、特

別保証制度では無担保保証が多く、また第三者保証人の徴求が原則行われ

なかったために、回収が 2,850億円と想定を大きく下回った 18)。そのため、

政府が用意した協会への補助金と信用保険部門への出資金では特別保証制

度の損失を処理することができず、政府が 2003年度から 2005年度にかけ

て新たに 5,521億円を出資することで処理されることになった。ちなみに、

1997年以前の信用保険部門への政府出資金は年間 100億円から 400億円で

推移しており 19)、特別保証制度は中小企業の倒産防止に大きく貢献しつつ

も、従来にない巨額の財政負担を政府に強いる結果となった。

2．金融再生プログラムからリレーションシップバンキングへ
　1998年 10月の金融再生法のもとで整備された破綻処理の枠組みは、

2000年 5月に成立した改正預金保険法 20)に引き継がれた。同法のもとで

金融整理管財人制度や承継銀行（ブリッジバンク）制度は恒久的措置となり、

金融危機対応として、資本注入（1号措置）、預金全額保護（2号措置）、特

別危機管理（3号措置）が定められた。また、これに先立って早期是正措

置や金融検査マニュアルなど不良債権処理を促進する仕組みも導入された

が、肝心の処理自体は進展しなかった。2001年 3月には、日本経済がデフ

レ状態にあることを政府が公式に認めることになり、デフレからの脱却を

図るためにも不良債権問題を早期に解決し、金融仲介機能を速やかに回復
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することが不可欠と認識されるようになった。そこで、「改革加速のための

総合対応策」21)の柱として 2002年 10月に公表されたのが、金融庁の「金

融再生フログラム」22)であった。

　サブタイトルに「主要行の不良債権問題解決を通じた経済再生」を掲げ

る同プログラムは、主要行 23)に不良債権処理を強く迫る内容となっていた。

具体的には「平成 16年度には、主要行の不良債権比率を現状の半分程度に

低下させ、問題の正常化を図る」24)ために、資産査定の厳格化、自己資本

の充実、ガバナンスの強化に取り組むとされた。まず資産査定の厳格化では、

大口債務者の債務者区分の統一を特別検査等で実現し、また一部の資産査

定で DCF手法の適用を強制し、引当水準の大幅な向上を図ろうとした。次

に自己資本の充実では、繰延税金資産の自己資本への算入に係るルールを

見直すことで、自己資本の充実を図ろうとした 25)。そしてガバナンスの強

化では、公的資金注入行のうち健全化計画未達先に対して業務改善命令を

発出し、業務改善命令発出先で優先株から普通株への転換権を行使するこ

とによって経営規律を高めることにした。こうした従来になく厳しい金融

庁の手法は、「「三方向」から主要行を追い込み政策効果を実現」26)と評さ

れた。

　もっとも「金融再生プログラム」で不良債権比率の半減目標を課された

のは主要行のみで、地方銀行・第二地方銀行・信用金庫・信用組合からな

る中小・地域金融機関については、不良債権処理の数値目標は課されなかっ

た。これらの金融機関は地域の中小企業への金融円滑化で重要な役割を果

たしており、数値目標に基づく急速な不良債権処理は地域経済に甚大な影

響をもたらすと懸念されたためである 27)。そこで「金融再生プログラム」

では「主要行とは異なる特性を有する「リレーションシップバンキング」

のあり方を多面的な尺度から検討した上で、平成 14年度内を目途にアク

ションプログラムを策定する」28)と記すにとどめ、中小・地域金融機関の

不良債権処理策については別途検討することにした。これを受けて、リレー

ションシップバンキングを所管する金融審議会金融分科会第二部会は集中

審議を行い、2003年 3月に部会報告「リレーションシップバンキングの機
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能強化に向けて」29)を公表した。

　同報告は、リレーションシップバンキング（RB）を「金融機関が顧客と

の間で親密な関係を長く維持することにより顧客に関する情報を蓄積し、

この情報を基に貸出等の金融サービスの提供を行うことで展開するビジネ

スモデル」30)とし、その本来の機能が発揮されれば、①審査コストの低減

で金融の円滑化が図られる、②信用リスクを反映した貸出や再生支援等に

より貸し手と借り手双方の健全性確保が図られる、といった効果が期待で

きるとした。その上で、情報の非対称性が顕著な中小企業の資金仲介では

RBが重要な役割を果たすと指摘し、RBの担い手については、中小企業者

を主要顧客とする中小・地域金融機関が妥当だとした。さらに地域へのコ

ミットメントコストが顕在化する中で、これら金融機関の実態が RB本来

のあり方から乖離しているとして、RBの機能強化の必要性を主張した。

　同報告がいうコミットメントコストとは、①金利リスクからは正当化で

きない信用リスクの負担、②地域での悪評の発生を恐れた問題の先送り、

③採算を離れたサービスの提供を意味しており、これらのコストの過度の

負担が中小・地域金融機関の収益力や財務体力の低下を招き、RBの持続可

能性を困難にしているとの認識があった。そこで RBの機能強化にあたっ

ては、金融機関と借り手企業によるリスクの共同的管理やコストの共同負

担を目指すことが謳われ、中小企業者に適正な対価の負担を求めつつ、円

滑な資金供給や付加価値の高いサービスを提供する「高コスト・適正リター

ンの収益モデル」31)への転換を金融機関に求めた。また、中小・地域金融

機関の不良債権処理については、「地域経済に与える影響を念頭に置きつつ、

貸し手、借り手双方が十分に納得がいく形で進められる必要がある」32)と

して、2003年度と 2004年度の「集中改善期間」に中小・地域金融機関が

RBの機能強化を行い、中小企業者の再生と地域経済の活性化を図る取組み

を進める中で、不良債権問題も同時に解決することが適当とした。

　こうした提言を受け、金融庁は 2003年 3月末に「リレーションシップバ

ンキングの機能強化に関するアクションプログラム」33)を策定し、中小・

地域金融機関と金融当局が取り組むべき①中小企業金融の再生に向けた取
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組み、②健全性確保、収益性向上等に向けた取組み、③アクションプログ

ラムの推進体制を明らかにした（図表 2参照）。①中小企業金融の再生に向

けた取組みでは、「創業・新事業支援機能等の強化」など 6つの取組みを行

うとされた。ここでは金融機関に蓄積された定量化が困難な信用情報を活

用する取組みが重視され、「新しい中小企業金融への取組みの強化」では、

担保・保証に過度に依存しない融資を促進する視点が示された。また②健

全性確保、収益性向上等に向けた取組みでは、「資産査定、信用リスク管理

の厳格化」など 7つの取組みを行うとされた。こちらは RBの持続可能性

を高める項目が列挙され、「地域貢献に関する情報開示等」では地域貢献に

関する情報開示が金融機関に要請された。そして③アクションプログラム

の推進体制では、金融機関に「リレーションシップバンキングの機能強化

計画」の策定と、その実施状況に関する半年ごとのフォローアップを義務

付け、政策の実効性向上を図った。

図表 2 リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム（概要）
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Ⅲ．平時への移行

1．リレーションシップバンキングから地域密着型金融へ
　主要行の不良債権比率は 2002年 3月の 8.4%から 2004年 9月の 4.7％へ

と低下し、「金融再生プログラム」が目指した不良債権比率の半減目標は十

分に達成できる見込みとなった 34)。一方で、金融の IT化や少子高齢化、経

済のグローバル化に対応した新しい金融システムが求められるようになっ

ており、金融行政も不良債権問題への緊急対応から、望ましい金融システ

ムを目指す未来志向型のスタイルに転換することが不可欠となった。そこ

で政府は 2004年 12月に「金融改革プログラム」35)を策定し、2005年度か

ら 2年間の金融行政の指針と改革のロードマップを定めた。同プログラム

は①活力ある金融システムの創造、②地域経済への貢献、③信頼される金

融行政の確立の 3つから構成され、その中でも地域・中小企業金融につい

ては、②地域経済への貢献で地域密着型金融（リレーションシップバンキ

ング）を一層推進すると記され、現行アクションプログラムの実績等を評

価した上で、新たなアクションプログラムを策定する方針が示された。

　この方針を受けて、金融審議会はリレーションシップバンキングの議論

を再開し、2005年 3月には現行アクションプログラムの評価等をまとめた

座長メモを公開した 36)。同座長メモは、中小企業への融資姿勢や支援の取

組み状況に改善がみられること、地域密着型金融を推進する基本的な体制

整備が進んだこと等をあげ、「集中改善期間」の金融機関の取組みに一定の

評価を与えた 37)。一方で、地域密着金融の本質が金融機関に正しく理解さ

れておらず、利用者も十分に認知していない、地域密着型金融の成果とし

て期待される高リターンの実現が道半ばである、企業の将来性等を評価す

る「目利き」能力が不十分で、融資判断が依然として財務データや担保力

に偏重して行われるなど、厳しい評価も示された。また、金融機関の計画

が総花的となっていること、金融機関の取組み姿勢や実績にバラツキがあ

ること、利用者に対する情報開示が不十分であることなど、金融機関の取

組み姿勢を問題視する見解も示された。そこで座長メモは、新しいアクショ
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ンプログラムに期待するものとして、①地域密着型金融の継続的な推進、

②地域密着型金融の本質を踏まえた推進、③地域の特性や利用者ニーズ等

を踏まえた「選択と集中」による推進、④情報開示等の推進とこれによる

規律付けの 4つをあげ、これらを踏まえて、2005年 3月末に「地域密着型

金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」38)（新アクション

プログラム）が策定された。

　新アクションプログラムは、金融機関等と金融当局が取り組む事項とし

て、①事業再生・中小企業金融の円滑化、②経営力の強化、③地域の利用

者の利便性向上をあげた。ともに旧アクションプログラム 39)を踏襲した内

容となっているが、総花的な計画が小規模金融機関の負担になったという

批判と、「民」の力で望ましい金融システムを実現する「金融改革プログラム」

の思想を反映して、金融機関は自らの経営判断のもと、「選択と集中」によ

り、これらの事項に取り組むとされた。個々の取組み事項についてみると、

①事業再生・中小企業金融の円滑化では、旧アクションプログラムでは不

十分とされた事業再生への取組み強化が求められ、また旧アクションプロ

グラムでは「新しい中小企業金融への取組み強化」の一部に過ぎなかった

「担保・保証に過度に依存しない融資の推進」が格上げされ、こちらも取組

み強化が求められた。さらにプログラム策定時の基本的な考え方として「情

報開示等の推進とこれによる規律付け」が示されたことを受け、③地域の

利用者の利便性向上の中で「地域貢献等に関する情報開示」が最優先事項

となった（図表 3参照）。
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図表 3 地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム（概要）

　この新アクションプランを受けて、中小・地域金融機関は「地域密着型

金融推進計画」を策定し、2005年度から 2年間の「重点強化期間」に地域

密着型金融の機能強化に取り組んだ。その評価については、金融審議会が

2007年 4月にまとめた報告書「地域密着型金融の取組みについての評価と

今後の対応について」40)で示されている。同報告書は、金融機関の機能強

化の取組みは件数・金額の面で着実に成果をあげており、地域密着金融の

基本的概念や個々の手法についても金融機関に相当程度浸透・定着したと

評価する一方、金融機関の取組みに相当のバラツキがあること、事業再生

や担保・保証に過度に依存しない融資への取組みが不十分であること、地

域密着型金融が収益向上につながるビジネスモデルとして定着していない

こと等、旧アクションプログラムの総括時と同じ問題点をあげ、地域密着

型金融の機能強化は道半ばとの評価を示した 41)。また地域・中小企業の再

生には、地域全体の活性化や持続的な成長を視野に入れた「面」的な再生

が不可欠であり、これに中小・地域金融機関が積極的な役割を果たすこと
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が必要との認識も示された。

　もっとも、4年間で 2度のアクションプログラムを通じた機能強化につ

いては、限られた年限での計画策定や半期ごとの実績報告が経営の自由度

を狭め、短期的な成果を生む取組みへの偏重をもたらしたとの批判もあり、

金融機関の取組みが画一的・総花的になることを避けるために、各機関の

自主性をより尊重した中長期の枠組みが必要との見解が示された。そこで

報告書では、今後地域金融機関に共通して求める取組みの内容を①ライフ

サイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化、②事業価値を見定める

融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底、③地域の情報集

積を活用した持続可能な地域経済への貢献の 3つに限定し、その具体的な

取組み方法については各金融機関の判断に委ねることにした。また当局の

関与については、時限的なアクションプログラムから恒久的な枠組みに移

行することにし、金融機関が策定した経営計画の内容や進捗状況を定期的

なヒアリング等でフォローアップすることにした。こうした方針は 2007年

8月の「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」の改正に盛り込まれ、

中小・地域金融機関は地域密着型金融の機能強化を継続的に図ることを求

められるようになった。

2．政策金融改革と信用補完制度の改革
　先にもみたように、「金融改革プログラム」のもとで日本の金融行政は緊

急時対応から未来志向へと大きく舵を切った。こうした状況のもとで、緊

急時に急速に拡大した政策金融や信用補完制度を見直す動きが本格化した
42)。

　政策金融については従来から「民業圧迫」の批判があり、1990年代末に

一度見直しが行われたが 43)、不良債権問題の深刻化で民間の金融仲介機能

の低下が懸念されるようになると、見直しは一時凍結された。その後「聖

域なき構造改革」を掲げた政権の登場により、政策金融は他の特殊法人と

並んで改革の対象となり、2001年 12月の「特殊法人等整理合理化計画」44)

で住宅金融公庫の廃止と独立行政法人への移行が決定された。さらに、他
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の政策金融機関 8機関 45)についても事業内容等を見直すとともに、「①民

業補完、②政策コスト最小化、③機関・業務の統合合理化の原則の下、抜

本的な検討を行った上で、公的金融の対象分野、規模、組織の見直しを行う」
46)と定め、具体的な検討を経済財政諮問会議 47)に委ねた。

　この方針を受けた経済財政諮問会議は 2002年 10月に「政策金融の抜本

的改革に関する基本方針」48)をまとめ、政策金融の領域を公益性が高く、

金融リスク評価等が困難な領域に限定する基準を示した。また諸外国と比

して政策金融の規模・領域が大きな現状を改めるべく、政策金融機関の組

織形態を抜本的に見直す方針を示した。こうした考え方は同年 12月に公表

された「政策金融改革について」49)に引き継がれ、とりわけ政策金融の規

模については「現行政策金融機関 8機関の貸出残高について、将来的に対

GDP比で半減することを目指す」50)との踏み込んだ方針が示された。また

組織形態についても「平成 19年度末までに現行の特殊法人形態は廃止する。

（中略）後継組織については大胆に統合集約化を進める」51)と、こちらも踏

み込んだ方針が示されたが、当時の厳しい金融経済環境に配慮して、2004

年度末までを「不良債権集中処理期間」と定め、政策金融を金融円滑化に

活用する方針を示して改革を先送りにした。

　その後「金融再生プログラム」で主要行の不良債権処理が進み、民間金

融機関の機能回復が進むと、再び政策金融改革が構造改革の重要なテーマ

に浮上した。経済財諮問会議は政策金融改革の議論を再開し、その結果を

2005年 11月の「政策金融改革の基本方針」52)でまとめた。同方針は政策

金融を①中小零細企業・個人の資金調達支援、②国策上重要な海外資源確保、

国際競争力確保に不可欠な金融、③円借款の 3つの機能に限定し、それ以外

からは撤退すること、政策金融の貸出残高対 GDP比半減を 2008年度中に実

現することを明記した。また各政策金融機関の機能分類を踏まえて、日本

政策投資銀行と商工組合中央金庫は完全民営化、公営企業金融公庫は廃止

の方針を固め、その他の機関については業務分野の見直しの上でひとつの

機関に統合するとした。さらに統合後の新機関については民間補完に徹す

るとともに、天下りの廃止や組織の簡素化によって事業運営を効率化する
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とした。

　以上の方針は 2005年 12月の「行政改革の重要方針」53)に盛り込まれ、

最終的にその内容は「行政改革推進法」として法律化され、2006年 5月に

成立した 54)。その後「政策金融改革に係る制度設計」55)に基づいて新体制

への移行準備が進められ、2008年 10月には国民生活金融公庫、農林漁業

金融公庫、中小企業金融公庫の統合によって株式会社日本政策金融公庫が

設立された 56)。また日本政策投資銀行と商工組合中央金庫は株式会社に転

換し、民営化への第一歩を踏み出した（図表 4参照）。

図表 4 政策金融機関の統廃合の状況

　信用補完制度についても、金融機関への 100％保証と中小企業者による

一律の保証料負担が逆選択やモラルハザードをもたらすとの批判があった。

100％保証により、金融機関は中小企業向け貸出に協会保証付融資で対応す
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るインセンティブを持ち（逆選択）、貸出後は融資先企業をモニターするイ

ンセンティブを失う（モラルハザード）、また一律の保証料負担により、信

用リスクが高い中小企業者が協会に殺到し（逆選択）、これにより制度の持

続可能性が損なわれるといった批判である 57)。実際、ネガティブリスト方

式を採用した特別保証制度では、旧債振替 58)など金融機関のモラルハザー

ドが横行し、協会保証付融資の再保険を行う信用保険部門では、1998年度

から 2004年度の累計で 2兆 7,000億円を超える赤字が発生した 59)。また特

別保証制度の終了後、保証利用企業の 3分の 2が協会保証付融資のみを利

用する状態が定着し 60)、金融機関による経営支援が求められる中で、プロ

パー融資と同等の経営支援が行われない可能性が高まった。一方で中小企

業金融においては、地域密着型金融（リレーションシップバンキング）の

機能強化を通じた創業支援、事業再生支援が進められており、信用補完制

度も「金融改革プログラム」が示した新しい局面に対応し、民間金融機関

を支援する機能を強化する必要に迫られていた。

　そこで、中小企業庁の中小企業政策審議会は 2004年 12月に信用補完制

度のあり方について包括的に検討することを決定し、基本政策部会のもと

に小委員会を立ち上げた。同小委員会は半年間の審議のあと、その結果を

報告書 61)にとりまとめ、2005年 6月にこれを公表した。報告書は信用補

完制度の見直しの課題と対応策を、①包括的な運用改善による利用者の利

便性向上、②金融機関との適切な責任分担と協調のあり方、③持続的な運

営基盤の確立、④信用補完制度の運営規律の強化と適切な評価の 4つの視

点から提示した。まず①包括的な運用改善による利用者の利便性向上では、

協会に経営支援や再生支援の強化を求めたほか、保証利用企業の事業再生

を妨げる規制等の見直しを求めた。また、より幅広い中小企業者に協会保

証を提供するために、個別企業の信用リスクを反映した保証料の弾力化を

提言した。次に②金融機関との適切な責任分担と協調のあり方では、協会

と金融機関との責任分担が適切な期中管理に基づく経営支援体制の構築に

不可欠との認識に立ち、部分保証制度の導入を提言した。そして③持続的

な運営基盤の確立と、④信用補完制度の運営規律の強化と適切な評価では、
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信用補完制度の持続可能性を確保するために、協会・地方自治体・金融機関・

信用保険部門・監督官庁が取り組むべき課題を提示した。

　その後、上記の提言に基づいて制度改革が進められ、2006年には 40年

ぶりとなる大規模な制度改革が実現した。保証料率の弾力化は同年 4月に

実施され、それまで一律だった保証料率は、利用企業の信用リスクに応じ

た 9段階の料率体系に改められた。また部分保証制度については、「貸し

渋り」の再現を懸念する中小企業者と金融機関のシステム対応に配慮して、

2007年 10月からの導入となった。部分保証制度は新たに責任共有制度と

名付けられ、これまで 100％であった金融機関への保証は 80％に改められ

た。セーフティネット保証など一部の制度を除くと、20％の信用リスクは

原則として金融機関の負担となり、地域密着型金融と同様に信用補完制度

でも、金融機関の審査能力や情報生産能力が重視されることになった。

Ⅳ．緊急時への揺り戻しと地方創生への対応

1．緊急保証制度と中小企業金融円滑化法
　2002年から続いた景気拡大は 2008年早々にピークアウトし、急速な景

気後退が始まった。2007年後半に始まった原油価格の高騰は 2008年に入

ると勢いを増し、中小企業の収益状況は売上・コストの両面で大幅に悪

化した。改善傾向にあった中小企業の資金繰りは再び厳しい状況に陥り、

2008年後半には企業倒産も増勢を強めた。こうした事態に対して、政府は

2008年 8月に「安心実現のための緊急総合対策」62)を策定し、政策金融機

関によるセーフティネット貸付の強化と「原材料価格高騰対応等緊急保証

制度」（緊急保証制度）63)の創設を柱とした総額 9兆円規模の資金繰り対策

の実施を決めた。

　その後、アメリカの大手投資銀行の破綻を契機に世界の金融資本市場は

大混乱に陥り、日本経済は「100年に一度の大不況」に突入した。金融機

関の貸出態度は大幅に萎縮し、「貸し渋り」や「貸し剝がし」が社会問題となっ



— 49 —低成長時代の中小企業金融支援

た。政府は矢継ぎ早に繰り出した経済対策の中で 64)、金融機能強化法の改

正による金融機関の資本増強や緊急保証制度の拡充等を打ち出し、金融仲

介機能の確保を図った。また新たに制定された中小企業金融円滑化法 65)に

基づき、中小企業者の資金繰りを下支えするとともに、金融機関のコンサ

ルティング機能を活用した中小企業者の経営改善に努めた。

　金融機能強化法は、地域金融機関に公的資金を予防的に注入するために

制定された法律であり、当初は 2008年 3月までの時限立法として、2004

年 8月に施行された 66)。同法はもともと金融機関の経営基盤強化を通じた

金融システムの安定化を目的としており、公的資金の注入には、経営責任

の明確化を含む厳しい要件を満たす必要があった。しかし、2008年 12月

には中小企業金融の円滑化を目的に改正法 67)が制定され、公的資金の注入

に対する金融機関の抵抗感を抑えるべく、注入要件も緩和された。その結果、

同法に基づく資本参加は、改正前の 2銀行、405億円から、改正後の 11金

融機関、3,090億円へと急増し 68)、中小企業金融の円滑化に資する財務体質

強化が図られた。

　緊急保証制度は、中小企業者の資金繰りを支援するために、従来のセー

フティネット保証を抜本的に拡充した保証制度である。業種や売上高の減

少等の要件を満たす中小企業者であれば、一般保証とは別枠で 100％保証

を受けることが可能であり（責任保証制度の対象外）、2008年 10月末の制

度創設以降、急速に利用を伸ばした（図表 5参照）。同制度は当初 545業種

を対象に 6兆円の保証枠からスタートし、2010年 3月末の終了を予定して

いたが、その後対象業種・保証枠とも大幅に拡大され 69)、最終的には 2009

年 12月の「緊急経済対策」70)にて、業種は原則全業種に、保証枠は 36兆

円に拡大され、制度の終了期限も 2011年 3月末に延長された。

　中小企業金融円滑化法は、中小企業者等から返済猶予や返済期間の変更

など貸付条件の変更申込みがあった場合に、金融機関にできる限りこれに

応じることを義務付けた法律である。2009年 12月に施行された同法は当

初 2011年 3月末の終了を予定していたが、経済危機と、その後の東日本

大震災に対処すべく 2度延長され、最終的に 2013年 3月末の終了となっ
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た。貸出条件緩和債権については、借り手が「経営改善計画」を策定して

いない場合、原則として不良債権に分類されてきたが、同法の施行によっ

て金融検査マニュアルと監督指針が改正され、借り手が 1年以内に「経営

改善計画」を策定する見込みがあれば、当該債権を不良債権に分類せずに

済むようになった 71)。これにより、金融機関が柔軟に貸付条件の変更に対

応できる環境が整えられ、同法に基づく中小企業者への貸付条件の変更は、

2013年 3月末までの累計で 400万件を突破した。

図表 5　協会保証債務残高の推移









































          

   










　緊急保証制度と中小企業金融円滑化法は、経済危機時の資金繰り対策と

して大きな効果を発揮した。中小企業の資金繰りは2010年第2四半期にリー

マン・ショック以前の水準を回復し、企業倒産も 2009年をピークに減少に

転じた。日本政策金融公庫の推計によると、緊急保証制度には 16,100先の

倒産回避効果があったとされ 72)、特別保証制度の倒産回避効果（9,649先）
73)を上回った。また中小企業金融円滑化法については、同法を利用した中

（兆円）
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小企業者が 30万先から 40万先にのぼるとみられ、全国の中小企業者の約

1割が返済条件を変更することが可能になった。

　その一方で、両制度とも大きな課題を残した。特別保証制度での経験を

踏まえて、緊急保証制度はモラルハザードに配慮した制度設計となってい

たが 74)、責任共有の対象外である 100％保証の制度であったことから、こ

れを完全に排除することはできなかった。制度が運用された 2008年 10月

31日から 2011年 3月 31日の間に、全国で 150万件、27兆 2,157億円の保

証承諾が行われたが 75)、制度終了後 5年となる 2016年 3月までに、1兆 6,107

億円が代位弁済に陥った 76)。確かに制度開始時からの累積でみると、緊急

保証制度の事故率は特別保証制度のそれを下回ったが 77)、無担保保証の一

般化に伴う回収率の低下により、信用保険部門の保険収支は再び大きく悪

化した。信用保険業務を担う日本政策金融公庫の信用保険収支は、2008年

度から 3年連続で 4,000億円を超える赤字を記録し、とりわけ 2009年度は、

過去最悪の 2002年度に迫る 5,678億円の赤字となった 78)。

　中小企業金融円滑化法でもモラルハザード的な対応が問題となった。同

法の枠組みでは、返済条件の変更によってキャッシュ・フローが改善して

いる間に、中小企業者は「経営改善計画」に基づき金融機関と一体となっ

て経営改善に取り組むとされた。しかし、条件変更を複数回行っても経営

改善が進まない事業者も目立ち、先にみた 30万先から 40万先の中小企業

者のうち、5万先から 6万先は「経営改善計画」すら策定しておらず、事

業再生や転廃業が必要になると見込まれた 79)。また金融機関も条件変更に

応じるだけで、事業者の経営改善に積極的には協力しない事例も見受けら

れた。政府は 2012年 4月に「中小企業の経営支援のための政策パッケージ」
80)を策定し、外部機関との連携による事業再生支援の強化を図ったが、金

融機関にとってはコンサルティング機能をより一層高めることが不可欠と

なった。

2．地域密着型金融から事業性評価へ
　緊急保証制度や中小企業金融円滑化法の効果もあり、中小企業金融の危
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機的状況は徐々に遠のいた。しかし、景気回復の足取りは重く、多くの中

小企業者にとって経営支援が必要な状況に変わりはなかった。また、開業

率の低下や廃業率の上昇、経営者の高齢化といった問題も深刻化しつつあ

り、経営支援でも企業の発展段階に即したきめ細かな対応が求められるよ

うになった。こうした状況を受けて、2010年 12月に策定された「金融資

本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン」81)では、中小

企業者等に対するきめ細かで円滑な資金供給を実現するために、引き続き

地域密着型金融を推進する方針が確認され、この方針に基づき 2011年 5月

に「中小・地域金融向けの総合的な監督指針」が改正された。

　今回の監督指針の改正は、地域密着型金融を自らのビジネスモデルとし

て明確に位置付けた上で、①顧客企業に対するコンサルティング機能の発

揮、②地域の面的再生への積極的な参画、③地域や利用者に対する積極的

な情報発信の 3つを組織全体で継続的に取り組むことを地域金融機関に求

めた。特に①顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮では、「顧客企

業の経営目標の実現や経営課題の解決に向けて、顧客企業のライフステー

ジ等を適切かつ慎重に見極めた上で、当該ライフステージ等に応じて適時

に最適なソリューションを提案する」82)と定め、金融機関が提案するソ

リューションの具体例を企業の発展段階別に提示した。また②地域の面的

再生への積極的参画では、地域金融機関が「成長分野の育成や産業集積に

よる高付加価値化などの地域の面的再生に向けた取組みに積極的に参画す

ることが期待されている」83)として、地域金融機関に地方公共団体が実施

する地域活性化プロジェクトや地域活性化プランの策定等で積極的役割を

果たすことを求めた。さらに③地域や利用者に対する積極的な情報発信で

は、「パブリック・プレッシャーを通じたガバナンス」を一層強化すべく、

地域金融機関が地域や利用者に対して、コンサルティング機能や長期的・

安定的な金融仲介機能の提供が期待できることを積極的・具体的に発信す

ることを求めた。

　その後、地域経済活性化の核となる中小企業者等の支援に、政府が地域

金融機関を積極的に活用する方針を示したことで、地域密着型金融は地域

経済活性化のツールとしてより重視されることになった。2014年 6月に公
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表された「『日本再興戦略』改訂 2014」84)では、地域の活性化や中小企業

者等の革新を実現するために、「地域金融機関等による事業性を評価する融

資の促進等」85)を図るとされた。こうした方針は同年 12月に閣議決定さ

れた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」86)に引き継がれ、地域金融機関

は地域企業の生産性や効率性の向上等を目指す「地域企業応援パッケージ」

にて積極的役割を果たすことが求められた。

　事業性を評価する融資とは、「金融機関が保証や担保等に必要以上に依

存することなく、企業の財務面だけでなく、企業の持続可能性を含む事業

性を重視した融資」87)を指し、2007年の監督指針の改正で地域密着型金融

の具体的取組みとされた「事業価値を見定める融資手法をはじめ中小企業

に適した資金供給手法の徹底」の延長線上にある取組みである。そのため、

事業性評価は地域密着型金融の本質を体現した取組みとされ、金融庁は金

融機関の検査・監督施策を通じてこれを積極的に後押しすることになった
88)。2013年 9月には「融資審査における事業性の重視」を謳った「平成 25

年事務年度金融モニタリング基本方針」89)が公表され、事業性評価に係る

モニタリングが始まった。また 2014年 2月には「経営者保証のガイドライ

ン」90)の運用が始まり、担保・保証に必要以上に依存しない融資の普及を

目指す産・官・金の動きが強化された。さらに、2014年 9月には「平成 26

事務年度金融モニタリング基本方針（検査・監督基本方針）」91)が公表され、

「地域金融機関は、（中略）様々なライフステージにある企業の事業の内容

や成長可能性などを適切に評価（「事業性評価」）した上で、それを踏まえ

た解決策を検討・提案し、必要な支援等を行なっていくことが重要である」
92)と指摘して、事業性評価に係るモニタリングをコンサルティング業務等

にも拡大した。

　2015年 9月には「平成 27事務年度金融行政方針」93)が公表され、企業

の価値向上、経済の持続的成長と地方創生に貢献する金融業の実現を目指

して、担保・保証依存から事業性評価に基づく融資への転換を図ることが

明記された。この転換を図るために、企業向けのヒアリング・アンケート

調査 94)や金融機関向け評価基準の策定等が行われ、後者は 2016年 9月の「金

融仲介機能のベンチマーク」95)に結実した。同ベンチマークは、経営改善
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がみられた取引先数や金融機関が関与した創業件数など、金融仲介機能の

発揮状況を客観的に評価できる 55項目の指標から構成され、金融庁はこれ

らの指標をもとに金融機関の経営陣と金融仲介の質の向上に向けた深度あ

る対話を行うことになった（図表 6参照）。また、このベンチマークは地域

や利用者に公開され、金融機関の取組みの可視化による顧客の主体的な選

択を通じて、中小企業者への有益なサービスの提供に向けた金融機関の競

争が促されることになった。そして、2017年 12月には不良債権処理施策

の象徴であった金融検査マニュアルを 2018年度末で廃止する方針が打ち出

され 96)、厳格な資産査定と法令遵守状況の確認を柱とした検査手法から決

別し、持続可能なビジネスモデルの構築を目指した創意工夫を金融機関に

促す姿勢が明確にされた。

図表 6　金融仲介機能のベンチマーク
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　事業性評価の強化による金融仲介の質の向上を目指す金融庁の施策に呼

応して、信用補完制度でも再び制度改革の議論が巻き起こった。信用保険

収支の悪化による制度の持続可能性の問題に加え、現行制度が中小企業の

経営改善や生産性向上に必ずしも役立っていないという懸念が強まったた

めである。2015年 6月に公表された「『日本再興戦略』改訂 2015」97)では、

「金融機関が経営改善や生産性向上等の支援に一層積極的に取り組むよう促

すため、信用保証制度の在り方について検討する」98)方針が示され、これ

を受けて、2015年 11月に中小企業庁の中小企業政策審議会基本問題小委

員会金融ワーキンググループ（金融WG）が立ち上げられた。

　金融WGは、中小企業庁が提起した現行制度の課題と対応の方向性に基

づいて議論を行い、2015年 12月に論点整理と今後の議論の方向性を示し

た中間報告を公表した 99)。同報告では、①責任共有制度の在り方、②セー

フティネット機能の在り方、③保証料・保険料水準等の検証、④信用保証

協会の業務の在り方、⑤地方創生への貢献・経営支援・海外展開等の 5つ

の論点について、現状認識と見直しの方向性が示された。特に①責任共有

制度の在り方では、事業者のライフステージを考慮しない一律 80％保証が

金融機関の経営支援や事業者の経営改善を不十分に留めるとの認識に立ち、

事業者のライフステージに応じて保証割合を変動させることが提案された。

また、②セーフティネット機能の在り方では、100％保証が危機後も長期継

続することが金融機関による積極的な経営支援を阻む要因となっていると

して、セーフティネット保証の見直しが求められた。

　その後中間報告で示された 5つの論点に絞って議論が進められ、2016年

12月には信用補完制度の改革案を示した最終報告書が公表された 100)。同報

告書では、信用補完制度改革の目的を①中小企業がそれぞれのライフステー

ジで直面するリスクを踏まえて、必要十分な信用供与を行う、②協会と金

融機関のリスク分担を見直すことで、中小企業者には自主的な経営改善を、

金融機関には適切な経営支援を促す、③政策の予算効率を引き上げ、制度

の持続可能性を確保する、の 3点におき、①ライフステージに応じた対応

の在り方、②危機時の対応の在り方、③信用保証協会の業務の在り方等に
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ついて、制度改革の方向性を示した。まず①ライフステージに応じた対応

の在り方では、プロパー融資と協会保証付融資との組み合わせでリスク分

担を図ることが中小企業支援に有効だとして、一律 80％保証の枠組みを維

持した上で、中小企業者の借入全体に占めるプロパー融資の割合をモニター

することが提案された。また、これにより手薄になるライフステージ別の

信用供与とリスク分担については、創業期や小規模事業者にとっての持続

的発展期、ならびに再生期においては信用補完が重要になるとして、創業

関連保証や小口保証、経営改善関連保証の拡充を図ることになった。次に

②危機時の対応の在り方では、危機時や災害時に信用収縮を防ぐ信用補完

は重要としながらも、危機や災害が一段落した状況での過度なセーフティ

ネットが市場原理・競争原理を歪めるとして、適用期限を原則 1年に限定

した新たなセーフティネット保証制度の創設と、従来は 100％保証であっ

た不況業種向けセーフティネット保証 5号を 80％保証に変更ことが提案さ

れた。そして③信用保証協会の業務の在り方では、経営改善・事業再生に

協会自身が積極的に取り組むこと、新たな保証メニューの開発等を通じて

協会が地方創生に一層貢献すること等が提案された。

　以上の改革案を受けて、中小企業信用保険法等の改正が準備され 101)、

2017年 6月には改正法が成立した 102)。改正法に基づく制度改革は 2018年

4月に行われ、信用補完制度は創業支援と再生支援に軸足を置き、金融機

関の主体的な経営支援を促す制度へと転換することになった。

Ⅴ．おわりに

　本稿ではバブル経済崩壊後の日本の中小企業向け金融支援策を振り返り

ながら、日本で中小企業と銀行との関係構築が政策的にどのように進めら

れて来たのかを明らかにしてきた。中小企業向け貸出の主流であった不動

産担保融資は、不動産価格が継続的に上昇する時代には中小企業金融の円

滑化に大きく貢献したが、不動産担保への過度の依存は金融機関の審査能
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力の低下という問題をもたらした。この問題の弊害が顕在化したのはバブ

ル経済の崩壊後であった。不良債権の累積に伴うリスクテイク能力の低下

と不動産価格の急落により、金融機関の貸出態度は大幅に萎縮し、「貸し渋

り」が社会問題となった。これに対して政府は政策金融や信用補完制度の

拡充で対応し、資金繰りの改善や倒産防止の観点では大きな成果をあげた

ものの、金融機関の審査能力の向上にはつながらなかった。

　リレーションシップバンキングの機能強化は、中小・地域金融機関の審

査能力の向上を目指した施策であった。リレーションシップバンキングは

その後、地域密着型金融、事業性評価と呼び名を変えたが、その本質は「顧

客との長期継続的な取引関係の中で金融機関に蓄積された定量化困難な信

用情報を活用した金融サービスの提供」である点は変わっていない。主要

行の不良債権処理が最終局面を迎えていた中で始まったこの施策は、当初、

中小・地域金融機関の不良債権処理施策の側面を色濃く残していた。しかし、

機能強化の中で培われた事業再生や経営支援のノウハウが中小企業者の活

性化や地域経済の再生にも有効であることが認識されると、中小企業支援

や地域経済活性化のツールとしても重視されるようになった。また機能強

化の取組みについても、当初は金融当局が作成した時限的なアクションプ

ログラムに基づいて実施されたが、行政主導の短期間のプログラムが金融

機関の短期的対応を助長するという問題点があった。そこで、2度のアクショ

ンプログラムの終了以降、リレーションシップバンキングの機能強化は金

融機関が主体に行う恒常的な取組みとされ、最終的には地域金融機関のビ

ジネスモデルとして位置づけられ、当局は金融検査・監督業務を通じてこ

れを検証することになった。

　危機時に急速に拡大した政策金融や信用補完制度もリレーションシップ

バンキングの機能強化に対応して再編された。中小企業者向けの政策金融

機関は政策金融改革によって統合され、最終的には日本政策金融公庫に一

本化される見込みとなった。また金融機関への 100％保証と中小企業者に

よる一律の保証料負担を特徴としていた信用補完制度でも、特別保証制度

の経験を踏まえて改革が行われ、金融機関への 80％保証を柱とした責任共
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有制度と、利用者の信用リスクに応じて保証料を設定する保証料の弾力化

が導入された。さらに緊急保証制度での経験を踏まえて再度改革が行われ、

信用補完制度は創業支援と再生支援に軸足を置き、金融機関の主体的な経

営支援を促す制度へと転換することになった。加えて、不良債権処理政策

の象徴であった金融検査マニュアルを廃止する方針が固まり、リレーショ

ンシップバンキングに基づく金融機関の中小企業者への主体的な経営支援

を促す政策は、金融検査・監督面でも強く支持されることになる。今後は、

金融機関が中小企業者に良質な金融サービスを提供し、事業者の生産性向

上を支援することによって、結果的に金融機関も安定した収益を実現する

「共通価値の創造」が、日本の中小企業金融を変革することが期待される。
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————————————
１）「特定住宅金融専門会社の債権債務の処理の促進等に関する特別措置法」（平成 8年 6

月 21日法律第 93号）。同法に基づき住専処理のために 6,850億円の財政支出が行わ
れたが、公的資金を用いた破綻処理に激しい批判が巻き起こり、金融システム不安の
回避に政府が公的資金の投入をためらう原因となった。

２）「金融機関等の経営の健全性確保のための関係法律の整備に関する法律」（平成 8年 6

月 21日法律第 94号）、「金融機関等の更生手続きの特例等に関する法律」（平成 8年
6月 21日法律第 95号）、「預金保険法の一部を改正する法律」（平成 8年 6月 21日法
律第 96号）。

３）「金融機能の安定化のための緊急措置に関する法律」（平成 10年 2月 18日法律第 5号）
と「預金保険法の一部を改正する法律」（平成 10年 2月 18日法律第 4号）。

４）「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成 10年 10月 16日法律第 132号）。
５）「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」（平成 10年 10月 22日法律
第 143号）。

６）公的資金による資本注入の詳細に関しては、預金保険機構編（2007）、鎌倉（2005）
を参照。

７）平成 10年 8月 28日閣議決定。https://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/980902tusan.

html（2018年 3月 1日アクセス）
８）1998年当時、国民金融公庫、環境衛生公庫、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫、
が政策金融機関として、中小企業者に対して直接融資を行っていた。

９）全国 47都道府県と川崎市、横浜市、岐阜市、名古屋市の 4市に設立。大阪市にも存
在していたが、2014年 5月に大阪府に統合された。

10）中小企業信用保険公庫（1999年 6月 30日以前）、中小企業総合業団（1999年 7月 1

日から 2004年 6月 30日まで）、中小企業金融公庫（2004年 7月 1日から 2008年 9

月 30日まで）を経て、2008年 10月 1日以降は日本政策金融公庫の中小企業事業が担っ
ている。

11）内田（2010）161頁。
12） 平 成 11 年 11 月 11 日 経 済 対 策 閣 僚 会 議 決 定。http://www5.cao.go.jp/keizai1/

keizaitaisaku/1999/19991111b-taisaku.html（2018年 3月 1日アクセス）
13）会計検査院（2006）865頁。
14）中小企業庁編（2000）352頁。
15）経済財政諮問会議 2002年 9月 20日提出資料「中小企業金融について」（平沼議員提
出資料）。http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2002/0920/item10.pdf（2018年
3月 1日アクセス）

16）代位弁済とは、協会保証付の貸付金等が倒産等の理由で金融機関に返済できなかった
場合に、協会が金融機関に貸付残額を支払うことをいう。

17）政府は当初 20兆円の保証枠に対して 10％の事故率と 50％の非回収率を想定し、政府
が負担する損失額を 1兆円と見込んだ。また 1999年に追加となった 10兆円の保証枠
については、5兆円について従来と同様の事故率、回収率を想定し、残りの 5兆円分
については事故率のみ 8％に引き下げることで、損失額を 4,500億円と見積もった。
合計損失見込み額 1兆 4,500億円のうち、協会の負担は 2割となるため、合計で 2,900   
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　　億円の補助金が各協会に支払われ、1兆 1,599億円は出資金として信用保険部門に支
払われた。各協会と信用保険部門は、この補助金と出資金をもとに特別保証制度の
損失を処理するとされた。

18）会計検査院（2009）によると、2008年 3月末の特別保証制度の代位弁済は累計で 24

万件、2兆 5,093億円であり、回収金額は 3,558億円であった。
19）岡田（2013）5頁。
20）「預金保険法等の一部を改正する法律」（平成 12年 5月 31日法律第 93号）。
21）平成 14年 10月 30日経済財政諮問会議とりまとめ。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/

keizai/tousin/021030sougou.html（2018年 3月 2日アクセス）
22） 平 成 14 年 10 月 30 日 金 融 庁 公 表。http://www.fsa.go.jp/news/newsj/14/ginkou/

f-20021031-1.pdf（2018年 3月 2日アクセス）
23）主要行とは、都市銀行・旧長期信用銀行・信託銀行から経営破綻した旧長期信用銀
行 2行を除いた金融機関を指す。

24）金融庁（2002）1頁。
25）繰延税金資産の自己資本への算入上限に関する規制導入は見送られたが、その後、
監査法人による厳格な監査が行われるようになった結果、2003年 5月のりそなグルー
プによる公的資金注入申請につながった。

26）鶴（2004）35頁。
27）中小企業金融の実態に応じた配慮を行う視点は、2002年 6月の金融検査マニュアル
別冊（中小企業融資編）の導入でもみられた。

28）金融庁（2002）10頁。
29）金融審議会金融分科会第二部会報告、平成 15年 3月 27日公表。http://www.fsa.

go.jp/news/newsj/14/singi/f-20030327-1.pdf（2018年 3月 2日アクセス）
30）金融審議会金融分科会第二部会（2003）3頁。
31）リレーションシップバンキングの機能強化による「高コスト・適正リターンの収益
モデル」への転換については、金融審議会金融分科会第二部会報告を作成した「リレー
ションシップバンキングのあり方に関するWG」メンバーであった多胡の著作が詳し
い。例えば多胡・長濱（2010）258-259頁を参照。

32）金融審議会金融分科会第二部会（2003）25頁。
33） 平 成 15 年 3 月 28 日 金 融 庁 公 表。http://www.fsa.go.jp/news/newsj/14/ginkou/

f-20030328-2/01.pdf（2018年 3月 5日アクセス）
34）2005年 3月に主要行の不良債権比率は 2.9％となり、不良債権比率の半減目標は実
際に達成された。

35）平成 16年 12月 24日金融庁公表。http://www.fsa.go.jp/news/newsj/16/f-20041224-6a.

pdf（2018年 3月 5日アクセス）
36）金融審議会金融分科会第二部会リレーションシップバンキングのあり方に関するWG

「「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」の実
績等の評価等に関する議論の整理（座長メモ）」（平成 17年 3月 28日）。http://www.

fsa.go.jp/news/newsj/16/f-20050328-3.pdf（2018年 3月 5日アクセス）
37）これらの評価の基礎となるデータについては、金融庁「「リレーションシップバンキ
ングの機能強化に関するアクションプログラム」に基づく取組み実績と総合的な評
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価について」（平成 17年 6月 29日）を参照。http://www.fsa.go.jp/news/newsj/16/

ginkou/f-20050629-3/05.pdf（2018年 3月 6日アクセス）
38） 平 成 17 年 3 月 29 日 金 融 庁 公 表。http://www.fsa.go.jp/news/newsj/16/ginkou/

f-20050329-4/01.pdf（2018年 3月 6日アクセス）
39）「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」を指す。
40）金融審議会金融分科会第二部会「地域密着型金融の取組みについての評価と今後の
対応について -地域の情報集積を活用した持続可能なビジネスモデルの確立を -」（平
成 19年 4月 5日）。http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20070405/02.pdf（2018

年 3月 6日アクセス）
41）これらの評価の基礎となるデータについては、金融庁「地域密着型金融（平成 15～

18 年度 第 2次アクションプログラム終了時まで）の進捗状況について」（平成 19年
7月 12日）を参照。http://www.fsa.go.jp/news/19/ginkou/20070712-2/02.pdf（2018年
3月 6日アクセス）

42）政策金融改革の議論については、小池（2006）、金澤（2006）が詳しい。
43）1999年 10月には国民金融公庫と環境衛生金融公庫の統合によって国民生活金融公
庫が設立され、日本開発銀行と北海道東北金融公庫の統合によって日本政策投資銀
行が設立された。また日本輸出入銀行と海外経済協力基金の統合によって国際協力
銀行が設立された。中小企業信用保険公庫は 1999年 7月に中小企業事業団等と統合
し、中小企業総合事業団に業務を引き継いだ。

44）平成 13 年 12 月 18 日行政改革推進事務局公表。https://www.kantei.go.jp/jp/

kakugikettei/2001/houjinkaikaku/tokusyu_all.pdf（2018年 3月 7日アクセス）
45）国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、公営企業金融公庫、沖
縄振興開発金融金庫、国際協力銀行、日本政策投資銀行、商工組合中央金庫の 5公庫、
2銀行、1金庫。

46）特殊法人等改革推進本部（2001）17頁。
47）経済財政政策に関する重要事項について、有識者の優れた識見や知識を活用しつつ、
内閣総理大臣のリーダーシップを十全に発揮することを目的として、内閣府に設置
された合議制機関。2001年の省庁再編によって設置された。

48）平成 14年 10月 7日経済財政諮問会議公表。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizai/

tousin/021007kinyuu.pdf（2018年 3月 7日アクセス）
49）平成 14年 12月 13日経済財政諮問会議公表。
　　http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2005/0228/item5.pdf（2018 年 3 月 7 日
アクセス）

50）経済財政諮問会議（2002）2頁。
51）経済財政諮問会議（2002）2頁。
52）平成 17年 11月 29日経済財政諮問会議公表。http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/

minutes/2005/1129/item1.pdf（2018年 3月 7日アクセス）
53） 平 成 17 年 12 月 24 日 閣 議 決 定。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/gyokaku/

kettei/051224housin.pdf（2018年 3月 7日アクセス）
54）「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18年 6

月 2日法律第 47号）。
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55）平成 18年 6月 27日政策金融改革推進本部・行政改革推進本部決定。https://www.

kantei.go.jp/jp/singi/kinyu/seido.pdf（2018年 3月 7日アクセス）
56）株式会社日本政策金融公庫の設立経緯については、寺西（2007）が詳しい。
57）例えば、日本銀行金融市場局金融市場課市場企画グループ（2002）32頁脚注を参照。
58）旧債振替とは、金融機関が協会保証付きの新規融資で既存の債権を回収することを
いう。

59）赤字は特別保証制度以外でも発生しており、この金額は信用保険部門全体の数値で
ある。

60）中小企業庁編（2005）95頁。
61）中小企業政策審議会基本政策部会「信用補完制度のあり方に関するとりまとめ」（2005

年 6 月 20 日 ）。http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kihon/2005/

download/050712seisakubukai.shiryou1.pdf（2018年 3月 8日アクセス）
62）平成 20年 8月 29日 「安心実現のための緊急総合対策」に関する政府・与党会議、経
済対策閣僚会議合同会議決定。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaitaisaku/kettei/

　　080829kettei.pdf（2018年 3月 15日アクセス）
63）本稿では、2008年 10月からの原材料価格高騰対応緊急保証制度、2009年 4月から
の緊急保証制度、2010年 2月からの景気対応緊急保証制度を「緊急保証制度」とよ
んでいる。

64）「生活対策」（平成 20年 10月 30日新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対
策閣僚会議合同会議決定）、「生活防衛のための緊急対策」（平成 20年 12月 19日経
済対策閣僚会議決定）、「経済危機対策」（平成 21年 4月 10日「経済危機対策」に関
する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）、「明日の安心と成長のため
の緊急経済対策」（平成 21年 12月 8日）など。

65）「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」（平成 21

年 12月 3日法律第 96号）。
66）「金融機能の強化のための特別措置に関する法律」（平成 16年 6月 18日法律第 128号）。
67）「金融機能の強化のための特別措置に関する法律及び金融機関等の組織再編成の促進
に関する特別措置法の一部を改正する法律」（平成 20年 12月 16日法律 90号）。

68）2011年 3月末時点。改正後の実績は改正前の実績を含まない。なお、2011年 3月の
東日本大震災に対処すべく、2011年 6月に金融機能強化法は再度改正され（「東日本
大震災に対処して金融機関等の経営基盤の充実を図るための金融機能の強化のため
の特別措置に関する法律及び金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の
一部を改正する法律」（平成 23年 6月 29日法律第 80号））、あらたに震災特例が設
けられた。

69）リーマン・ショックに端を発した経済混乱の発生を受け、2008年 10月には「生活
対策」が策定され、政策金融機関の貸付枠は 3兆円から 10兆円に、緊急保証制度の
保証枠は 6兆円から 20兆円に、それぞれ拡大された。さらに「需要の蒸発」で経済
危機が深化した 2009年には、4月の「経済危機対策」で貸付枠は 17兆円に、保証枠
は 30兆円に拡大され、12月の「明日の安心と成長のための緊急経済対策」では、セー
フティネット貸付等の貸付枠は 21兆円に、緊急保証制度の保証枠は 36兆円に拡大
された。「緊急保証制度」制度変遷については、中小企業庁編（2010）59頁 -60頁を
参照。
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70）「明日の安心と成長のための緊急経済対策」平成 21年 12月 8日閣議決定。https://

www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2009/1208kinkyuukeizaitaisaku.pdf（2018 年 3 月 15

日アクセス）
71）条件変更を行った債権の取り扱いについては、中野・中西（2013）57頁を参照。
72）中小企業庁「信用補完制度の現状と指摘」（平成 27年 11月 19日中小企業政策審議
会基本問題小委員会金融ワーキンググループ（第 1回）配布資料）16頁。http://

w w w . c h u s h o . m e t i . g o . j p / k o u k a i / s h i n g i k a i / k i h o n m o n d a i / 2 0 1 5 /

download/151119kihonmondai4.pdf（2018年 3月 15日アクセス）
73）中小企業庁編（2000）351頁記載データより算出。
74）緊急保証制度と特別保証制度との制度比較については、中小企業庁編（2010）63頁

–64頁。内田（2010）161頁 –162頁を参照。
75）全国信用保証連合会調べ。緊急保証制度の実績の詳細については、山岸・永野・加
藤（2011）を参照。

76）中小企業庁「景気対応緊急保証の代位弁済額（平成 20年 11月～平成 29年 11月末時点）」
より算出。http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/shikinguri/hosho/140220ProxypayS.

　　pdf（2018年 3月 16日アクセス）
77）制度開始から制度終了後 5年間の累積でみると、特別保証制度の事故率（代位弁済 /

保証承諾× 100）が 8.1％であったのに対して、緊急保証制度の事故率は 5.9％であった。
78）数値は前掲資料（中小企業庁「信用補完制度の現状と指摘」（平成 27年 11月 19日
中小企業政策審議会基本問題小委員会金融ワーキンググループ（第 1回）配布資料））
25頁を参照。

79）金融庁「金融の円滑化と中小企業支援策に関する説明会（金融機関向け説明会）説
明資料」（平成 25 年 3 月）1 頁。https://www.fsa.go.jp/policy/chusho/setsumeikai/

b4.pdf（2018年 3月 20日アクセス）
80）内閣府・金融庁・中小企業庁「中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企
業の経営支援のための政策パッケージ」（平成 24年 4月 20日）。https://www.fsa.

go.jp/news/23/ginkou/20120420-2/01.pdf（2018年 3月 20日アクセス）
81）金融庁「金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン -新成長
戦略の実現に向けて -」（平成 22年 12月 24日公表）。https://www.fsa.go.jp/news/22/

sonota/20101224-5/01.pdf（2018年 3月 23日アクセス）
82）金融庁「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針（本編）」（平成 29年 12月）

170 頁。https://www.fsa.go.jp/common/law/guide/chusho.pdf（2018 年 3 月 23 日アク
セス）

83）前掲、金融庁「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針（本編）」（平成 29年
12月）174頁。

84）「『日本再興戦略』改訂 2014-未来への挑戦 -」平成 26年 6月 24日閣議決定。https://

www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbun2JP.pdf（2018年 3月 23日アクセス）
85）閣議決定（2014）88頁。
86） 平 成 26 年 12 月 27 日 閣 議 決 定。https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/

pdf/20141227siryou5.pdf（2018年 3月 23日アクセス）
87）閣議決定（2014）88頁。
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88）金融モニタリングの導入経緯については、藤井（2016）が詳しい。
89）平成 25年 9月 6日金融庁公表。http://www.fsa.go.jp/news/25/20130906-3/10.pdf（2018

年 3月 23日アクセス）
90）平成 25年 12月 5日経営者保証に関するガイドライン研究会公表。https://www.

zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/abstract/adr/sme/guideline.pdf（2018年 3月 23日アクセ
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91）平成 26年 9月 11日金融庁公表。https://www.fsa.go.jp/news/26/20140911-1/01.pdf（2018
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92）金融庁（2014）18頁。
93）平成 27年 9月 18日金融庁公表。https://www.fsa.go.jp/news/27/20150918-1/01.pdf（2018
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pdf（2018年 3月 23日アクセス）
96）金融庁「金融検査・監督の考え方と進め方 (検査・監督基本方針 ) (案 )」（平成 29
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日アクセス）
98）閣議決定（2015）35頁。
99）「中小企業・小規模事業者の発展に資する持続可能な信用補完制度の確立に向けて中
間的な整理（論点整理と方向性）」（平成 27年 12月 16日中小企業政策審議会基本問
題小委員会金融ワーキンググループ公表）。 http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/

shingikai/kihonmondai/2015/download/151216kihonmondai.pdf（2018 年 3 月 27 日 ア
クセス）

100）『中小企業・小規模事業者の事業の発展を支える持続可能な信用補完制度の確立に
向けて』（平成 28年 12月 20日中小企業政策審議会基本問題小委員会金融ワーキン
ググループ公表）。 http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kihonmondai/2016/1

61221kihonmondai2.pdf（2018年 3月 27日アクセス）
101）改正案の詳細については、柿沼・東田（2017）に詳しい。
102）「中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険法等の一部を改正
する法律」（平成 29年 6月 14日法律第 56号）。
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